
資料６

具体的な対応策について（意見をいただきたいこと）

Ｂ
校区の調整について

Ｃ
既存施設を活用した施
設整備

Ｄ　施設の新築

既存施設を全部活用できる場合と一部活用できる場合に分けて
○設置学部について（一部活用の場合）
　・小学校に設置する場合
　・中学校に設置する場合
　・高等学校に設置する場合
○併置校との調整について（一部活用の場合）
○設置場所及び地理的な条件について（両方）
○通学方法について（両方）
○施設整備について（両方）　　等

○設置学部について
○施設整備について
○設置場所及び地理的な条件について
○通学方法について　　等

意見をいただきたい項目

○校区調整についてどのような方法が可能か
○配慮事項について

＜参考：施設整備の例＞

山田特別支援学校田野分校では実態に応じた学習集団を編制し、８教室で運用している。

昨年度の児童生徒数と教室数

小９人（３教室）、中12人（３教室）、高11人（２教室） 計32人（８教室）

今年度の児童生徒数と教室数

小９人（２教室）、中７人（２教室）、高16人（４教室） 計32人（８教室）

他に洗濯室、調理室、教育相談室、陶工室、フリールーム、職員室が専用。

＜参考：「４０～５０人規模」を実現するための校種別パターンについて」＞

①小学部を設置し、９教室程度を確保する

②中学部を設置し、９教室程度を確保する

③小中学部を設置し、合わせて９教室程度を確保する

④中高等部を設置し、合わせて６教室程度を確保する

⑤高等部のみを設置し、６教室程度を確保する

⑥小中高等部を設置し、合わせて１２教室程度を確保する

※ 利用できる施設の校種、規模、位置、状況などにより、設置する校種などを検討する必要が出て

くる。


